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7''rePaut】er,47P3d1175(Colo2002)- 警察と携帯電話で通信中の連

続殺人犯を投降させるために犯人の要求する公設弁護人になりすまして投

降のための条作が整った旨の嘘を言って犯人を投降させた地区検事の行為

がコロラド州弁護上行動準則違反とされた事例

【事実の概要】
L W l l l l a mNealは3人の女性を粒致して斧で殺害し,第三の殺害場面を同じくせ致

した被害女性 (JDY)に見せつけたうえ強姦した.Nealは自らの犯罪の詳細をテ-

7) AbramCha､CS,TheSzJPremeCL'urt,1981Term- ♪o'ek10rd PzJbluLu弘Lu'gntlnn,N'dlh
月zLYgeYCoIJyl.96HAftヽ LRn 4.2只(19只2)

R) PubL Noloワ-2,119Stat4
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プに吹き込んだ後.J▲r).Y.ほかの被監禁者に対 し,警察と連絡をとるように指示 した.

現場に急行 した郡保安官代理 (r)eputyshLLriff)との携帯電話による会話の中で,NLtal

は投降の条件として,以前弁護を依頼 した特定の弁護-Lの立会いを要求 した.現場にい

た本殺人事件担当の地区首席検事代理 (chiefI)eputyDistrictAttorney)の MarkC.

pautlerは指定された弁護士の事務所に電話をしたが,その電話番号は使用されていな

い旨のメッセージであったのでそれ以上の探索をしなかった.Nealは代わ りに公設弁

護人 (pubHcOefender,以下 Pr))による立会いを要求 したが,pautlerと警察は pl)の

介入による対話の中断をおそれ,piJutlerが Pl)になりすますこととし, ｢公設弁護人

MarkPalmer｣と偽名を用いて Pautlerが電話Ljに出て,投降の条件を承諾 した.その

後,Nealは投降したが.pautlerは Nealおよび公設弁護人事務所に上記詐称の事実を

開示 しなかった.1)

ⅠⅠ. 懲戒委員会 (theHearingBoard)は,paut】erがコロラ ド州弁護士行動準別 (col(}-

radoRulesofProfessionalC'}nduct,以下 colo.RPC)の欺岡行為の禁止を定めた規則

8.4(C)2)および弁護上による代群をいまだ受けていない当事者に対する配慮義務を定め

た規則 4.33) に違反すると認定 し,Pautlerに対 し,3ケ月の停戦(ただ し1年間の保護

観察ほかの条件付執行停止)の憩成処分を科 した4).pautlerか らの不服申立に対 し,コ

ロラ ド州最高裁判所が原処分を支持 したのが本判決である.

【判 旨】
Ⅰ. pautlerの抗弁について

われわれは,本件状況の下では Ncal を欺岡 したことが ｢了E当化 される｣ という

pautlerの主鮭には賛riJできない.われわれは,pe叩 1ev.Reichman.819P.2d1035(Colo.

1991)判決で述べた理由を強調する.その事件では,地区首席検事 (districtattorney,

以下 DA)が,警察の諜報員の身元が判明 しないように,同人を逮挿 したかのように装

い,その後虚偽の非で起訴するという偽装工作をした.DA はその計也を裁判所に告知

1) 結果的にNealの弁護人にpDが就任し,2週間後に開示された轟音テープからpautlerの
身分詐称を知るに士る.そのことを知らされた Nealは Pr)を解任し,事実審裁判所が選任

した補助弁護人 (advisorycounsel)の援助の下,本人訴訟 (caseprose)の形態で訴訟手続を
追行したが,最終的に殺人非で有罪となり死刑を宣告された.

2) colo.RPCR.4(ぐ)=ltisprofessiot-aLmisconductforalawyerto=(C)engageinCOnduct

jnt~O]ヽ~ingdishonesty,fraud.deLLLLiTOrmjSrePreSt･ntationー

3) co]O.RPC4.3=TndealjnKOnbehalfofaC1jentwithapersonwhoISnotrepreSCLnted1-y

co一lnSel.alall,yLLrShallsta一ethatthelawyerisrepresentingaclientandsha】Lnotstilte(〉rimply

thatthelawyerisdjsjnterested.WhenthelawyerkntNrSOrreasonablyshouldknowthattTle

unreprtLSentedpersonmisunderstandsthelawyer'srol亡inthemarter,thel紬 ･yerSha】Lmake

reasonab]e亡ffortsrocorrectthemisunderstanding.The)飢VyerShaL]notか-eadvicet()the

unrepresentedpersonotherthantosecurecounse1-

4) peoplev.Pautlcr,35P,3d571(CoLo.2001).
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しなかった.われわれは.その策略に加わった DA を議責処分 (publiccensure)に付

した懲戒委月会の決定を支持した.(略)このようにReichman判決で.われわれは,本

件において Pautlerが主張するのと同じ規則 8.4(C)違反に対する抗弁を排斥した.わ

れわれは,たとえ高潔な動機であっても弁護士行動準則からの逸脱を正当化しないと判

示した.さらに,われわれは,検察官であればなおさら欺岡行為の禁止の適用を受ける

と判示した.コロラド州の DAは公衆に対して非常に高度な義務を負っている.なぜ

なら.彼らは憲法上認められた任務を有する政府の役人であるからである.当裁判所は,

法律家.(lawyers)である公務貝の非行に対してはこれまでも強く非難してきた.被告に

管輯区域内で法を執行する責任があるからといって,法律や弁護士責任規程 (theCnde

ofProfessionalResponsibility)を無視する許可が与えられているということにはならな

い .

ⅠⅠ. 差し迫った公衆の損害を回避するための例外について

pautlerは,当裁判所に対し,｢差し迫った公衆の損害 (imminentpublicharm)｣ の

おそれがある状況の場合,規則の例外を創設すべきことを求める.(略)本件では,対eal

は警察当局と投降につき交渉している最中であった.Nealは.pautlerが脅威と表現す

るように.引き続き殺人を犯すことができるとは言っていたが,特定の人物の安全が差

し迫った危機にさらされていたことを示す証拠は何もなかった.より重要なこととして.

われわれは.第二の犯罪現場を想定した策略によらなくても, pautlerの選択肢がそれ

ほど限定されていたとは考えない.Pautlerにはいくつかの選択肢があった.彼は電話

と電話番号を有 しておりpD を呼ぶことができた.現実に,彼は platter弁護士と連絡

を取ろうとした.これは刑事弁護人との連絡が当該状況下で不可能ではなかったことを

示 している.pautlerには,また, Nealに対し,彼が投降しさえすれば弁護上が来るだ

ろうことを理解させるという選択肢もあった.われわれは,あと知恵で.いかなる選択

肢が最善であったかをいうことはできないが.複数の選択肢に直面したときに.少なく

ともその･一一つが規則と適合するのであれば.法曹 (attorney)は欺岡ないし不実表示

(misrepresentation)を伴う選択肢を選ぶべきではないと断言する.この意味において,

すべての法曹有資格者を包摂する法律専門職 (profe-qsion).とりわけ検察官が遵守する

倫理基準のレベルにおいて Nealをだますことを認める余地はなかったのである.理由

の如何を問わず,pautlerが彼自身の高潔性.および法律専門職の高潔性を危うくする

ことは許されないのである.

ⅠII. 治安担当官の役割について

最後に. Paut】erは,当裁判所がこれまで. DAが ｢治安担当官 (peaceofGccr)｣ と

して機能しているのに,容疑者を逮捕するため欺岡手段を用いることができるか否かに

つき判断してこなかったと主張する.彼の壬.張によれば.治安担当官は逃亡中の危険な

重罪犯人を追跡するときには殺傷能力のある武器を使用することが認められているので
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あるから.武器の代わりに策略を用いた担当官に対 し,単に当該担当官が法曹資格を

持っている法律家でもあるという理由だけで制裁を課するというのは不条理であるとい

うのである.しかし.われわれはこれに賛同できない.弁護士行動準則はコロラド州に

おいて法律実務に携わる資格を得た者すべてに通用される.Zn'edeBaca,llP.3d426,

429-30(Colo.2000)判決参照(弁護士は.たとえ業務停止中であっても弁護士行動準

則に従わなければならないと判示).親別は.社会における弁護士の ｢役割｣について

語っている一しかしながら,われわれは.その文言が弁護士に対-して日々の活動に応じ

て倫理的責任を負ったり負わなかったりすることを許しているとは理解 しない.Pautler

は, Higgsv.DistrictCourt,713P.2d840(Colo.1985)判決を引用し,当裁判所が.政

肘免責 (governmentalimmunity)の有無を判断するために.検察官が ｢法廷代理人 (ad-

vocates)｣ として行動した場合と ｢捜香官 (investigators)｣ として行動 した場合とを区

別する基準を設けていると主張する.そのような基準は存在するが.本件においては,

いずれの役割であっても弁護士行動準則の適用はあるとわれわれは判断する.法律実務

に携わることのできる資格と結びついた責務は,たとえ犯罪者を逮捕する場合であって

ち,法律家の他の義務と結びついた責務よりも勝るのである.さらにいえば.本件は,

逃走中の重罪犯人を捕捉するために銃器の代わりに欺岡手段を用いた法曹の行為の正当

性が問題とされている事案ではない.われわれは,提示された事実関係に対応する限度

での判示にとどめる.十分に説得力のある事例が現われ.コロラ ド州弁護士行動準則の

規則 8.4(C)の解釈があまりにも厳格にすぎることがわれわれに得心させられるまでは,

われわれは,理由の如何を問わず,わが州の資格ある法曹が欺阿あるいは嘘あるいは不

実表示を用いることが許されるといういかなる主張に対しても,断固反対する.

【解 説】

Ⅰ. 本判決の背景

アメリカ合衆凶の法曹資格は州ごとに与えられ.法曹有資格者.法律家 一般を総称す

る用語として attomeyが用いられる.政府の法務官や検事もattomeyである.そして,

法曹有資格者は各州の最高裁判所の定める弁護士行動準則 (theRulesofProfessional

conduct)の下,州最高裁判所の懲戒権に服する.本件で問題となったコロラド州弁護

Il:行動準則もその一つである～),アメリカは膨大な数の法律家を擁する世界に冠たる訴訟

社会であるが,法律家の倫理に対する公衆の評価は決して高いとはいえないd).法律家

～) 各州の弁護士行動準則はアメリカ法曹協会 (Americanl〕arAssuCiation)の弁護 t二行動準則

模範混程 (ABAModelRulesofProEes与if'nBLIConduct)に準拠 して制定されるが,州によって

修正が施 され得るので,文言は必ずしも同一ではない.

6) 本判決のLPでも公衆の認乱 こつき次のように述べられている.｢法律家とは自らの目的を実

現するために言葉をね じ曲げ.真実にはほとんど注意を払わない という公衆の認識｣Iれ γe

pautler.47P.3d1175,1179(Cold.2002).
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が関わった不祥事が公になるたびに法律家に対する公衆の非牡は一層激しいものになり.

その結果として.ウオーターゲ-ト事件後のロースクールにおける法曹倫理教育の必修

化と法曹資格試巌の酪 -科目としての法曹倫理の採用 (MultistateProfessiona]Respon←

sibilityExamination)や7),エンロン事件後の ABA弁護士行動準則模範規程の見直 しな

どの余波を惹き起こした.これらは,公衆の非難をかわすための制度改革や親別改正で

あったともいえるのである.本判決にも,法律家とほかの専門職との違いを強調 し,公

衆の法律家不信を払拭するために提起された ｢全米弁護士会長会議の法律職改革指令

(theProfessionalReform InitiativeoftheNationalConferenceofBarPresidents)｣ が反映

しているA).すなわち,pautlerの行為に対しては公衆の側から支持が強く懲戒請求には

同情の声があったにもかかわらず,コロラド州最高裁判所は.規則の該当条項には何ら

の例外規定が設けられていないことを厳格に解釈し. paut】erの抗弁のすべて9)を排斥し

た.その際.あえて.前記改革指令に言及して.｢法律家自身が. 『真実.誠実,および

忠誠が法曹の中核的な価値である』ことを強調するべく全国湿槙のプロジェクトを推進

している.｣ と判示し.同指令が打ち出した ｢全法曹を通じて嘘を許さない政策 (policy

｡Ezerotoleranceforlyingthroutlhthelcgalprofession)｣ を論拠の一つとしたのであ

るLO). また.アメリカ固有の問榎として,倫理規範についても州と連邦の二重基準の問

題がある.連邦政剛 こ所属する法曹 (federalattorney)が連邦管轄の手鏡を遂行する場

令.州の倫理規定の適用を受けないという取扱いである.しかし,この特例扱いは 1999

年の抱 き合わせ法案の中に JosephMcDade下院議員が捷出した.連邦所属の法曹も州

の規則に服する旨の条項(いわゆる theMcDadeAmendment)が取 り込まれて採択され

た結果,連邦検事 (UnitedStatesDA)も一一律に州の弁護士行動準則に服することとなっ

た‖).そのため,連邦手続で許容されている合法的捜査手法と欺岡行為の禁止を定める

州規則との抵触がにわかに問題となったのである.

ⅠⅠ. 警察による欺岡手段を用いた合法的捜査手法との関連

法執行機関である警察の捜杏活動には,おとり捜査 (entrapment)や覆面捜査 (un-

dercoverin､･estigation)など様々な欺岡手段を用いた捜査手法が合法的に認められてい

7) i)ebnrahL.Rh''de,L'Lh'-E∫bythePm'aszILLeMethod,42Jot:RNAL(W LEGALEr)ucA11LO＼31,39
(1り92)i

射 W,william HodeR,St･どhz'HglhpT'zJLんVers'LSTelLinR,theTyLLLhLZHJ'PB07LndorL'eJqf1.07ぐ:

Mz-sdirecLi''n,LyZLng.i,ndLyl''lgZDZllhLZnExplanLILz■on.44S.TEE.L.REV.53.73(2W2).
9) pautleTの抗弁には.判旨引用の抗弁のほかに,刑法上の抗弁である r脅迫 (I)uress)J お

よび r緊急避難 (choiceoEEvils)｣ の類推適用の主張があった.Paullel,47P.ユdatlIBl,

lO) ThomasH▲ヽtoore,Cuwen/DLt,eLo♪ments200312004:CL277PrnsertLLoHLL■C?.17GEO.∫.LE以Ⅰ一
E′JIHl(.Sq61.969(2OO4);PL7utLey.47P.jdaH t78-79.

1I) omnibusConsolidatedandEmergenc),SupplementalAppr'.priationsActof1999,Pub,L
:vo.105-277,112Slat.2681(1りりR):九･lo(Ire,.fuJw〃note10,at96649.
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るーしかし,本判決が依拠したコロラド州弁護士行動準則では,法曹有資格者が欺岡手

段を用いることを禁止している.本件においても,供に警察官が pD になりすました

のであれば倫理規範違反の問題は生 じなかったが.DA である pautlerが欺岡行為の主

体となり,未だ弁護 Lの代理を受けていない相手方 Nealの誤信を利用したために法曹

としての倫理規範違反に問われたのである.では,法曹であると同時に法執行糠開(治

安担当官)でもある州または連邦の検察官はどのように対処すべきなのか.同様の問題は

コロラド州に限らず,ABA弁謹上行動準iltJ模範規程に準拠 した行動準則を持っている

州に共通した問題であった.オレゴン州最高裁判所は,/'ryeGatti,8P.3d 966 (Or.

2000)判決で,欺岡行為を禁止 した行動準則違反につき,政府の法曹ではない民間の弁

護士の調査活動にも ｢捜杏目的の例外｣を認めるべ きだとの Gattiの主張を排斥した.

しかし.それにとどまらず,オレゴン州弁護士行動準則および先例は欺岡行為の禁lLに

つきいかなる例外をも認めていない旨判示L.例外を認めるには規則改正によらねばな

らないとしたために,それまで明文の例外規定がないまま実施されていた DA が関与

した覆面捜査は中止を余儀なくされた. しかし,前記 McDilde修正の結果.連邦所属

の法曹が関与する覆面捜査も実施できなくなることに危機感を抱いた連邦政府の働きか

けもあって.2002年 1月,オレゴン州最高裁判所は,一転 して,政府の法曹のみならず

民間の弁護士 も-一･定の ｢合法的な覆面捜杏活動 (lawful｡overtactiヽ′ity)｣ につき助言な

いし監督をなしうる旨の規則改正に踏み切った12). また,ユタ州弁護-i_･会倫理助言委員

会 (TheLTt･dhStateHa一lsEthicsAdvisoryOpinionCommittee)は, 2002年 3月,規則

8.4(C)採択の時点から比に覆面捜査の実務慣行があったことを指摘 し,同条項違反に

該当する場合とは欺岡行為が重大で法律実務に携わる法曹 としての適格性を欠 く場合で

あると限定的に解釈することにより,政府の法曹が胃面増杢に関与することを認めたlLl).

ヴアジニア州最高裁判所も,2003年 3月,上記限定解釈を取 り込んだ規則改正をした141.

12) OregnnL)AJllO2(r))=NotWithRtamtingT)R1-ll)2(A)(1),(A)(3)and(A)(4･)andDR71

102(A)(5),iTShallTutbeprofessionalmisconductforalaw)･eTtOad､･isecLientLqOrOthersab('uE

｡rtOSuperviseIa肌･tlulcoverTaCti＼･ityintheinl･estlgationlゝ(､･io)a(ionsofCivil(JrCriminaHawt-r

LL(Institutionalrights,prol･iくkdthelaヽvyer'sI:Undue(iso【herwiseillCOrrlpliancewitllthese

discipllnLlryrulLLSrオレゴン州弁護 L･会倫理委月会の意見によれば.法曹有軒格者が葎両捜査

に ｢直港関与｣することはできないとされる.OregonStateLi｡rLeが]EthiLISComnl.,Fqrma)

op.20O3-】73(2003).

13) utahEthicsAdvisoryOp.()2-カ5(20tI2).限定解釈を提示するものとして,nal･idR,IsbeH
&LucantonioN.Salvi,EEhJ'L･atItesJ)071SJJbiZitl･OjI.L]tLL>･eγSI" DelCt)tlloTlbyUnderEOtLeyI""esLigL7l

LoysandDLIs(,J'mzlMEionTpstt,rsIAnAnL7JJ.∫llsofEkePynlJistlo,LfPTDhz■bzLIILnfTMisTeEWCITenlLZLLLl)nLl71deT

Lhe.～()deZZhleSnfE''q如 ionaLCo〃血 Et.8GFOJ.LFGAL.ETHlCS791,816(t995).

14) viTgLniaRult'只.4(C)=lIisprofessi(､naJmi見COnductforalawyerto:日.〔e)engaF!ein亡Orlduct

inl･OtVingdishonesty,fraud､deceit.)rmisrLLPreSentati(爪2L.hzlrhrej72rEsodT;eYsel_vonLhtLa叫,Wls

jilnessLu♪,OLLtl'ceLLZuL,
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これらの解釈ないし規則改正は,連邦所属の法曹有資格者が州の倫理混範に抵触するO

を回避するための対応である.しかし,本判決は,事案が連邦検察官に関する事案でf

ないものの,こうした各州の動向を認識したうえで,あえて,例外を設けていないコー

ラド州弁護士行動準則の文言に忠実な解釈態度を堅持したのである.本判決に対しては

賞賛に催するが実務的には理想的すぎるという評価がなされているが15),法曹と捜査兼

関の役割を峻別する限り,実務的影響よりも法曹の倫確を優先させたことの意義は大さ

い16)

ⅠⅠⅠ. 日本法への示唆

わが国では,2004年4月のロースクールの開設に伴って初めて ｢法曹倫理｣が科目2

して教えられることになった.しかし,ABA弁護士行動準則模範規程の位置づけにオ

当する ｢EI弁連弁護士業務基本規程｣は,もっぱら弁護士のみを対象とした倫理湿範r

あり,アメリカのように検察官,裁判官を含む法律家一般を対象としたものではない

わが国の検察官は,アメ1)カ同様に,司法官であると同時に捜査官であるという二面寸

をそなえているうえ,司法官の役割の面でも,刑事訴訟の一方当事者(同家の代理人)r

あると同時に ｢公益の代表者｣であるという二重の性格を有している17).それゆえに

両者の相克に苦悩する場面は決して稀ではないと考えられる.にもかかわらず,わが[

ではこれまで検察官の倫理が問題にされたことはほとんどなく,先例も乏しく議論の弓

積もない.この原因の一端は明確な倫理混範がないことにあるが,今後,法曹人口の士

加という流れの中で,弁護士倫理のみならず検察官の倫理も問われることは必至である

法制度の違いにも関わらず倫甥の問題は共通するので,本判決のようなアメT)カの判t

が ｢法曹倫預｣教育に格好の教材を提供することは間違いない.

(村 岡 啓 一)

15) Moore,szLf･ranote10,at975
16) pautlerは,懲戒審理中に,再度,ri.]じ状況に置かれたならば.公設弁護人への欺岡事実

開示時期を早めるほかは同じ行動をとるであろうと述べたが,懲戒委員会および本判決はそ
賓勢を批判し.保護観察中の条件として,法曹倫理試験の再受験および鮮続教育の一環とし
の20時間相当の法曹倫押科目の受講を義務づけた paTLtLey.35P3datSR6

17) この意味で.本判決も引用するBerger､Unl【edStates,295US78,88(1935)のサザラ
ド裁判'Efの検察官の役割に関する著名な判小部分はE]本の検察官にもあてはまる
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